
団体名
団体web
サイトURL http://www.econetkinki.org/

申請事業の分類① ①草の根活動支援事業

申請事業の分類② ①-2 地域ブロック

申請事業の分類③ 近畿ブロック（滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）

領域① １）子ども及び若者の支援に係る活動 領域②

領域③ ３）地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動 領域④

設立年月日
法人格取得年月日

団体概要

代表者名

代表者の役職

代表者名 2

代表者の役職 2

役員の人数

（その内）監事/監査役・会計参与の人数

置いている監事のうち公認会計士または税理士の人数

職員・従業員合計

常勤・有給・有期

常勤・有給・無期

常勤・無給(有期・無期)

非常勤・有給・有期

非常勤・有給・無期

非常勤・無給(有期・無期)

決済責任者、経理担当者、通帳管理者のうち、決済責任者と通帳管理者が異なること

1.必要な会計帳簿が備えられている

2.業務別に区分経理ができる体制である

年間決算の監査を行っているか

 ⑧その他

 ⑤ 社会的孤立や差別の解消に向けた支援

 ③ 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援

⑥ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援  ⑧その他

8
●監査

①監事で実施

6
●資金管理体制

はい

7

●区分経理・帳簿

はい

はい

5

●事務局職員

2人

以下、職員・従業員の内訳

2人

0人

0人

0人

0人

0人

●代表者情報
久 隆浩

理事長

4

●役員

18人

2人

1人

3

-

２）日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動

 ⑧その他

 ② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援
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●団体概要
構成団体は社会課題の調査・研究、政策提言、ESD（持続可能な開発のための教育）、イベント企画、市民活動の相談業務や人材育成等
を行う環境に強みを持つ中間支援6団体。公害問題への取り組み・地域の再生支援、3R運動や環境学習、交流拠点運営、助成金相談業
務や情報交流支援、ネットワーク構築、セミナー運営等それぞれに特徴があり、社会的弱者を含む地域の人々が主体性を持って活動でき
るように取り組んできた実績を持つ。

申請事業概要

3年後、1.SDGｓウェディングケーキモデルの構造を、誰一人取り残さない地域共生社会を目指す福祉分野の人々とも共有すること、2.地域でこれまで蓄積されてきた環境活動の資源を使って生きづらさを抱える人々の居場所や役割を
生み出し、環境、福祉と異分野連携の実績を積み重ねて地域の課題解決力向上の地盤が整えられることを目指し
① 「環境」×「福祉」のモデル事業を生み出す。事業内容は地域の特性・状況によって多様でよいが、根底に「社会的弱者を真ん中にウェルビーング社会を目指す」との視点があることを重視
②実行団体への支援方法として申請事業の資金の一部にソーシャル・インパクト・ボンド（以下、SIB）を活用し、支援者や協力者の幅を広げる。
③活動が持続できるように、「環境」×「福祉」の事業を 1)大きくは儲からないがそこそこ収益をあげられるもの、2)既存の制度等と組み合わせることで資金的にまわせるもの、3)地域に必要だが収益事業とはなりえずアドボカシー
対応とするもの の3つに分類し、その分類に応じた資金調達方法を支援する。
④地域が疲弊しないために、なぜ環境保全が大切かをわかりやすく表現し、地域資源を活用した事業の意味を伝えるための使いやすい手法をデザインする

団体組織情報

1
●設立・法人取得年月日

2006年12月8日
2009年7月1日

① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援 ④ 働くことが困難な人への支援

副題 自然と関わる居場所・役割創りで社会的弱者が主体的になる社会へ

2021年度通常公募_団体情報シート

近畿環境市民活動相互支援センター
申請事業名

申請受付番号 21224
主題 福祉×環境連携で創るウェルビーイング社会

優先すべき社会の諸課題選択科目

分野③

分野②

分野④

分野①



1 前年度の助成件数 （件）

2 前年度の助成総額（円）

システム入力
誓約 チェックあり

業務1.1の確認 チェックあり

業務1.2の確認 チェックあり

業務2の確認 チェックあり

業務3 該当なし
業務3の確認 チェックあり

同意 チェックあり

誓約確認等
欠格事由に関する誓約

業務に関する確認

助成実績
①6団体採択

②毎年10団体程度に助成

未記入
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助成事業の実績内容

■あおぞら財団
①新型コロナウイルス対応緊急支援助成（3次、2021.1）外国人と共に暮らし支え合う地域社会の形成
（認定特定非営利活動法人日本都市計画家協会・公益財団法人公害地域再生センター〈コンソーシアム申請〉～2022.2まで伴走支援、会計業務を担当）

■京都市環境保全活動推進協会
②環境保全活動助成事業／H16年度～26年度
③＜京都市ごみ減量推進会議事務局として＞市民等からの提案によるごみ減量モデル事業運営／H25年度～R3年度

■とよなかESDネットワーク
④北摂NPO・SB支援のための緊急補助金プロジェクト：北摂６市でネットワークを組み寄付を集めて、コロナで困難を強いられている団体（子ども・高齢者）に向けて、補助金の授与と伴走支援を実施

個人情報保護に関する基本方針の同意


